
このことについて、次のとおり質問書が提出されましたので、回答します。
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産前産後の妊産婦等の支援ニーズの実態調査事業委託業務の企画提案に係る質問への回答

令和6年5月2日

徳島県こども未来部子育て応援課

回答質問事項（概要）

○別添02委託要項７(2)

返信用封筒の宛名は受託企業宛でよろしいでしょうか。

○別添02委託要項７(3)

各市町村への住所担当者等と必要枚数をお教えいただき、

発送する。1,300枚の調査票の発送先は26各市町村担当者宛

で間違いないでしょうか。※個人宅ではない

○別添02委託要項７(4)

調査票が返信用封筒に入れられて、受託企業に届き、返信

費用支払い、回収した調査票のデータ集計へ進めるで間違

いないでしょうか。

○別添02委託要項７(6)

調査結果は納品先に必要部数を納品のみ

基本的には受託企業を想定しておりますが、回収率向上のため当課での受取りが望ましい等の場合

には、企画提案にその旨記載いただき、その点を踏まえて審査協議させていただきます。

なお、選定委員会で最優秀提案者として選定された企業と契約締結する際には、企画提案書の趣旨

を逸脱しない範囲内で内容の変更等の協議ができることとなっておりますので、十分協議のうえ事

業を進めていきたいと考えております。

お見込みのとおりです。個人宅ではなく、市町村及び関係機関宛てに必要部数を発送し、市町村等

担当者より対象者へ配布いただく流れとなります。

なお、担当部署（宛先）及び必要部数については当課より情報提供させていただきます。

お見込みのとおりです。基本的にはweb回答を第一選択としてwebで回答した方は返送不要とし、

紙媒体で回答した方のみ返信用封筒で返送される予定です。回収後は、web及び調査票（紙媒体）

のデータ集計へと進めていただければと思います。

なお、返送先については、受託企業と協議のうえ決定いたします。

お見込みのとおりです。



回答質問事項（概要）
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調査期間に指定はありますか。例えば、６月時点で住民票

がある人たち＋里帰りしている人たちに一斉調査をすると

いうイメージでしょうか。WEB調査も併用なので、６月２

週間みたいな感じで期限は切るのかどうか。

徳島県の年間出生数は約4,000人であり、当該調査では出産後の新生児訪問時等に産婦等へ調査票

を配布するため、調査期間は最低３か月程は必要と考えております。また、その対象者の中に、県

内の自治体間において里帰りしている（していた）方も含まれることが想定されます。なお、県外

からの里帰りは対象外となります。

回収率向上を目指すにあたって、回答者へ謝金など特典を

つけてもいいのか。

回収率30％に満たない場合、対象者へリマインドを行いた

いと思いますが、弊社では対象者の個人情報がわからない

ので、直接アクセスできません。その場合、徳島県庁や県

下自治体による対象者への電話連絡などを行っていただけ

ますでしょうか。

回収率向上にあたって、徳島県庁（県下自治体への本件の

ご案内、県下自治体への協力体制の構築など）のご協力を

いただきたく存じます。回収率向上に向けて、全面協力を

いただけますでしょうか。

事業費の支払い時期はいつになりますか。事業開始時前払

いという認識でよろしいでしょうか。

予算の範囲内で実施いただくこととして差し支えありません。

当該事業の委託要項においては、徳島県庁や県下自治体より対象者一人一人に対して電話連絡など

を行うことは想定しておりません。

公募要領３（１）アに記載のとおり、市町村や県内の関係機関に対する調査票配布にかかる協力依

頼及び必要部数の調査については、徳島県において実施いたします。回収率向上に向けた取組みに

ついては、受託団体にその業務を担っていただくこととしております。なお、目標回収数に達しな

いことが見込まれる場合は、徳島県に連絡のうえ対応策の協議をいただければと思います。

委託要項11に記載のとおり、委託事業完了の報告を受け、内容が適正であると認めたときは、委託

費の額を確定し速やかにお支払いいたします。なお、前金払の必要性があると認めるときは、事業

完了前に事業費の一部をお支払いすることもありますので、協議をお受けすることができます。



回答質問事項（概要）
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産後ケア事業（短期入所型、通所型、居宅訪問型）、産

前・産後サポート事業（パートナー型、参加型）に若干具

体的サポート例を追加して質問項目としてよいか伺いた

い。

差し支えありません。

母国語が日本語以外の妊産婦、同居家族への調査票は必要

か。また、必要だとすると、どの言語（英語・中国等）で

調査票を作成すればよいか。

今回の調査においては、母国語が日本語以外の対象者への調査票の作成は想定しておりません。た

だし、母国語が日本語以外の対象者であって日本語の調査票で回答が可能である場合は、配布対象

として差し支えないと考えております。

Web調査のプラットフォームはGoogleフォームでよいか。

Googleフォームが適切でない場合は、指定するプラット

フォームあるいは、採用するプラットフォームの条件を伺

いたい。

Web調査のプラットフォームの指定や条件はございません。


